
共同研究講座の設置運営に関する契約書

国立大学法人電気通信大学（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）は、以下のとおり共同研究講座（以下「講座」という。）の設置運営に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（講座設置運営の目的）
第１条　本講座は、甲及び乙が共通の課題を共同して研究するため、甲の教育研究組織内に講座を設置運営し、研究の進展及び充実に資することを目的とする。
２　前項の講座は、国立大学法人電気通信大学共同研究講座に関する規程（以下「規程」という。）に基づき設置及び運営する。
３　講座の設置及び運営については、甲は大学の教育研究の進展及び研究成果の普及と活用の促進を図ることを社会的使命としており、乙は甲の国立大学法人としての特性と教育研究の自主性に十分配慮するものとする。

（講座の設置）
第２条　講座を設置する部局等は、別紙の１に記載のとおりとする。

（講座の名称）
第３条　講座の名称は、別紙の２に記載のとおりとする。

（講座で実施する共同研究）
第４条　講座は、別紙の３に記載の共同研究を実施する。
２　前項の共同研究の実施にあたり生じる知的財産及び研究成果の取扱い等、本契約に定めのない事項については、別に締結する共同研究契約書の定めによるものとする。

（講座の構成員）
第５条　講座は、次の各号に掲げる者をもって構成する。
（１）責任教員及び協力教員（別紙の４に記載の者及び甲が必要に応じて指名する甲の教員であって、前条の共同研究に従事又は支援する者をいう。以下同じ。）
（２）共同研究講座教員（別紙の５に記載の者であって規程による選考を経た者をいう。以下同じ。）
２　乙は、甲に対し、前項第２号の共同研究講座教員候補者を推薦することができる。
３　甲及び乙が必要と認めるときは、講座に次の職員を置くことができる。
（１）非常勤職員（非常勤教員を含む。）
（２）その他甲の教職員又は乙の従業員

（講座等の費用）
第６条　乙は、講座の設置及び運営並びに共同研究の実施に要する費用（以下「講座等費用」という。）として、別紙の６に記載の金額を別に締結する共同研究契約書の定めに従い、甲に支払う。
２　前項の講座等費用の経理は甲が行い、当該費用により取得した施設設備及び備品等はすべて甲に帰属する。

（講座等の期間）
第７条　講座を設置し、運営する期間は、＊＊＊＊年＊＊月＊＊日から＊＊＊＊年＊＊月＊＊日までとする。ただし、当該期間は、甲及び乙が協議の上、これを延長することができる。
２　前項にかかわらず、別に締結する共同研究契約が有効期間の満了、または解除により終了した場合は、この講座の設置及び運営を同時に終了する。
３　前２項に定めるもののほか、天災その他の不可抗力又は研究遂行上やむを得ない事由による共同研究の遅延など当初予測できなかった事由が生じた場合は、甲乙協議の上、この講座の設置及び運営を終了し、又は講座の設置及び運営する期間を延長することができる。

（講座等の公表）
第８条　甲及び乙は、第１条第３項に規定する甲の社会的使命と国立大学法人の特性を踏まえ、本契約締結の事実、講座の設置及び運営について公表するものとする。ただし、乙が講座における共同研究の内容又は講座等費用の公表を望まないときは、甲及び乙が協議した期間は公表しない。なお、本契約締結の事実、講座の設置及び運営について公表する場合は、相手方に事前に通知の上、その承諾を得るよう努めるものとする。

（契約の有効期間）
第９条　本契約の有効期間は、第７条に定める期間とする。

（協議）
第１０条　本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲乙協議の上、定めるものとする。

（裁判管轄）
第１１条　本契約に関する訴えは、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。




本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙が記名押印の上、各１通を保有する。


年　　月　　日


甲  東京都調布市調布ケ丘一丁目５番地１
国立大学法人電気通信大学
                            　　　契約責任者　理事　　大月　光康　　印


乙　○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○株式会社
　○　○　○　○印


別紙

１．講座を設置する部局等（第２条）
○○専攻・△△センター等

２．講座の名称（第３条）
○○○○共同研究講座

３．実施する共同研究（第４条）
研究題目「○○に関する研究」（2026年　月　日付け共同研究契約）

４．責任教員及び協力教員（第５条第一項第1号・本学教員・＊は責任教員）
＊〇〇専攻　教授　○○○○
　○○専攻　准教授　○○○○

５．共同研究講座教員（第5条第一項第2号・又は乙が推薦する者）
〇〇専攻　　特任教授　○○○○

６．講座等費用　　　　　　　　　　　円（消費税額及び地方消費税額を含む。）
うち直接経費　　　　　　　　　　円
うち間接経費　　　　　　　　　　円（直接経費×３０％）
　　（注）講座等費用の詳細は、別に定める共同研究契約書の金額とする。




